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Ⅰ．要約

本研究では，これまで子との同別居状況が議論
の中心であった高齢者の世帯構造に関して，結婚
経験の有無にかかわらず子供のいない（チャイル
ドレス）高齢者世帯が急増していることを示し，
その帰結として現在の介護保険制度の持続可能性
に対する問題提起を行うものである。本研究にお
いて得られた知見は，国民生活基礎調査個票によ
る記述統計をもとにしたものであり，以下のよう
に要約される。高齢者世帯におけるチャイルドレ
スの割合は，2001年から2010年の間に7.9％から
15.7％へと8％ポイント増加した。2010年時点で
チャイルドレス世帯数は約300万世帯，うち独身
チャイルドレス高齢者数は約145万人と推計され
る。一方で子供のいる高齢者における子との同別
居状況（同居率）は，この期間でほとんど変化し
ていなかった。また，チャイルドレス高齢者は子
のいる高齢者と比べて介護保険施設に入所しやす
く，要介護度が低い状況でも優先的に入所してい
るということが示唆された。人口統計資料によれ
ば，こうしたチャイルドレス高齢者は今後も当面
増加していくことがほぼ確実である。よって，在
宅・施設介護のバランスの再考や，施設部門の効
率化の促進などの政策が急務である。

Ⅱ はじめに

我が国における高齢者（65歳以上）が属する世
帯構造が急速に変化してきていることが言われて

久しい。特に子との同居の比率は後述するように
顕著に減少していることが指摘されている。この
現象に対しては，子供夫婦の独立志向などのライ
フスタイルの変化が関係していることが多くの論
文等で示唆されている（例えば，稲垣（2013）な
どを参照）。しかしながら，このような仮説を詳
細な実証分析から検証した研究は少ない。
本研究では，2000年代に結婚経験の有無にかか

わらず子供のいない（チャイルドレス）高齢者世
帯が急増しているという事実と子供のいる高齢者
の同居率は低下していないことをしめし，詳細な
データによってこうした世帯の特徴付けを行う。
このことは，近年の同居比率低下の原因は，ライ
フスタイルなどの変化ではなく，現在高齢者であ
る世代の過去の出産行動であることを示すもので
ある。
近年の日本におけるチャイルドレス高齢者の増

加に本格的に着目した論文は，筆者らが知る限り
本研究が初となる。伝統的に，日本の高齢者世帯
については，子との同別居状況が議論の中心であ
り，チャイルドレスの問題は看過されてきた。こ
の問題には，家族社会学の分野で欧米の研究者が
注目し始めているが，高齢者介護に関係する形で
問題が顕在化するのは，他国に類のないスピード
での高齢化を経験している日本が最初となる可能
性が高い。しかし，今後同様の事態が世界中で発
生する可能性が高く，日本の対応とその結果の分
析には，諸外国に与える示唆も大きいと考えられ
る。
なぜ日本におけるチャイルドレス高齢者の問題

は，これまで顕在化してなかったのだろうか？
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この答えとして我々は，過去の人口統計を用いた
分析により，現在高齢者である世帯が出産行動を
行った時期において，チャイルドレス世帯の増加
と同時に子供三人以上世帯の増加が起こっていた
ことを見いだした。この結果，合計特殊出生率や
完結出生児数といった平均子供数を表す統計には
変化がなく，チャイルドレス世帯の増加は少子化
などマクロレベルの議論には影響を与えないもの
であったことが，この問題がこれまで議論される
ことがなかった原因なのではないかと推測され
る。
本研究の分析は同別居という視点のみでは得ら
れない様々な知見を与えるものであり，特に介護
において重要な問題提起を行う。世帯の収入・資
産に関して言えば，チャイルドレス世帯には流動
的な資産が多い。また高齢者介護の観点に関して
は，手助け・見守りの必要な高齢者が単独で住ん
でいる世帯の割合は，別居世帯と比較してチャイ
ルドレス世帯において少ない。自立の度合いに関
しては同居世帯と似たものであり，別居世帯と比
べて軽度の非自立者が少ない。これは，チャイル
ドレス高齢者が別居高齢者と比べて施設に入居し
やすく，要介護度が低い状況でも優先的に入居し
ていることを示唆している。低い要介護度の高齢
者が，介護保険サービスの中でも介護保険財政を
圧迫しやすい施設介護にアクセスしやすくなって
いることは，介護保険財政の圧迫につながる。し
たがって，厳しい財政状況を考えれば，チャイル
ドレス高齢者についても，在宅・施設介護のバラ
ンスを再考することや，施設介護部門のさらなる
効率化が求められる。これは，介護資源としての
家族をあてにした現在の介護保険制度について，
警鐘を鳴らすものである。
さらに人口統計を用いれば，老年以前での死亡
率が低い日本における今後のチャイルドレス世帯
数の長期的な予測は容易である。これからしばら
くはチャイルドレス高齢者世帯は増大する可能性
が高い。さらに言えば，子供と別居する高齢者の
中にも，子供世代が一人っ子同士で結婚し，婚姻
先の親と同居することにより実親の介護ができな
いような家族が存在しうる。こうした世帯では，

チャイルドレス高齢者と同様に，家族介護を用い
る事は難しくなる。このような潜在的な部分を考
慮すれば，この研究で顕在化している部分より
も，介護問題は深刻であると思われる。

Ⅲ 先行研究

1 高齢者の世帯類型と同居選択
日本において，高齢者の世帯類型を論じる際に

議論の中心となってきたのは，子との同居選択で
あった。本研究は，これまで注目されてこなかっ
た子供がいない（チャイルドレス）高齢者の状況
を分析し，同居選択に関する議論に一石を投じる
ものである。分析に先立ち，混同されがちな二つ
の概念を分離して定義する。一つは高齢者と子と
の「同居比率」である。これは，すべての高齢者
世帯に対する，子と同居している世帯の割合であ
る。もう一つは「同居率」であり，これは子供が
いる高齢者世帯に対する，子と同居している世帯
の割合である。子供がいない場合には同居すると
いう選択肢はもともと存在しないため，チャイル
ドレス世帯の存在を考慮すれば，これら二つは異
なる概念である。
既存研究の議論でよく用いられてきたものは，

国民生活基礎調査を基にした表1である。1980年
から2010年で，子と同居している高齢者世帯の割
合は27％ポイントほど減少している。本研究では
2000年代の状況を中心に議論していくが，2001年
から2010年でも，同居世帯の比率は8％ポイント
弱の減少を見せている。このことは，子との同居
が多かったかつての日本の世帯類型が急激に変化
しているものとして，特に家族介護の観点から議
論の対象になってきた。
さて上記の議論で扱われているのは，高齢者世

帯全体における比率としての同居比率である。し
かし一方で，同居を意思決定として扱う場合，被
説明変数として利用されるべきなのは，「子供が
いる高齢者で同居しているか，していないか」で
あり，これに関連する記述統計として分析される
べきなのは同居率である。そして，同居比率の大
幅な減少については指摘されてきたが，同居率に
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関してはほとんど議論されないまま，同居比率に
関する議論がそのまま用いられる傾向があった。
一方では急速な高齢者増加による介護問題など
の顕在化は単に「介護の市場化」だけでなく「家
族による介護」とのパランスを問うような論調も
出現してきており，世帯類型の在り方が注目され
るようになってきている。しかし，厳密な分析が
存在しない中で「同居率を高めるべき」などとい
う議論が登場することは極めて危険であることは
言うまでもない。本研究においても，できるだけ
介護問題に焦点を当てながら，世帯類型の推移に
ついて詳細な分析を行うことにする。

2 同居選択・世帯類型に関する先行研究
親と子の同居選択については，離散選択モデル
を用いた分析がBörsch-Supan, Kotlikoff and Morris

(1988）やKotlikoff and Morris (1990）によって行
われ，近年では兄弟姉妹間で誰が親と同居を選択
するかを分析したKonrad et al (2002）のような研
究もある。日本のデータにおいても Johar,

Maruyama and Nakamura (2014）などいくつかの
応用例があり，遺産動機や孫の保育援助など同居
選択に影響を与える要因が指摘されている。しか
し，いずれの分析も，同居選択の傾向が経年的に
減少する要因に対しては言及していない。
一方，世帯類型，特に高齢親との同居の有無は
多くの分析において所与として扱われている。世
帯類型が子供夫婦の出産・育児，労働供給，介護
などに影響を与える重要な要因として取り上げら

れている。Nakamura and Ueda (1999）では，子供
夫婦の出産・育児と妻の労働供給について，
Sugawara and Nakamura (2014）では同居世帯にお
ける親の介護の必要度と子供夫婦における妻の労
働供給との関係について分析している。藤森
（2010）では，家族介護が受けられない単身高齢者
世帯の急増とその介護問題について詳細に論じら
れており，本稿との関連性も深い。また，
Maruyama (2014）は，高齢者の健康状態の分析に
際し，同居を内生変数として扱っているという点
で，例外的な研究である。
また，橘木・浦川（2007）が指摘した格差・不

平等論と関連して白波瀬（2009）が論じるように，
単身高齢者世帯の貧困問題を論じた研究がある2)。
本稿で扱うチャイルドレス世帯については，配偶
者が死別した場合には，その他の同居者がいると
いう特殊ケースを除き，自動的に単身高齢者世帯
になってしまう。したがって，チャイルドレス世
帯は，単身高齢者世帯問題の潜在的な対象となる
という点で，貧困問題の観点からも無視できない
対象である。

3 家族社会学におけるチャイルドレス
欧米の家族社会学・人口学において，Dykstra

(2009）が サ ー ベ イ で 述 べ て い る よ う に，
childlessnessが注目を集めたのは近年になってか
らのことである。一つの原因としては，世帯に関
する多くの統計調査が同居家族の情報を集めるこ
とに重点を置いているため，別居子の有無につい
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表1 高齢者世帯の子との同居状況割合（％)

年
同居せず 同居 その他

計 単独 夫婦 計 子夫婦 子未婚
1980 28.1 8.5 19.6 69 52.5 16.5 3

1986 32.1 10.1 22 64.3 46.7 17.6 3.5

1989 36.7 11.2 25.5 59.9 42.2 17.7 3.3

1992 39.3 11.7 27.6 57.1 38.7 18.4 3.7

1995 42 12.6 29.4 54.4 35.5 18.9 3.7

1998 45.5 13.2 32.3 50.3 31.2 19.1 4.1

2001 47.6 13.8 33.8 48.4 27.4 21 4

2004 50.7 14.7 36 45.5 23.6 21.9 3.8

2007 52.4 15.7 36.7 43.6 19.6 24 4

2010 54.1 16.9 37.2 42.3 17.5 24.8 3.7



てはデータとして観測されることが少なかったこ
とが考えられる。また，特に欧米諸国において
は，未婚者の出産や離婚の増加など，結婚制度の
変化がより多くの注目を集めていたため，
childlessnessが他の大きなトピックに隠されてし
まっていたことも，研究が遅れた原因であろう。
歴史的な状況を記述した国際比較研究に

Rowland (2007）がある。我々が扱うのは2000年
代であり，2000年・2010年に65歳になるのはそれ
ぞれ1935年・1945年生まれである。これに留意し
て欧米の状況を見ると，1930-34年生まれ，1935-

39年生まれ，1940-1944生まれの各コホートにつ
いて，45歳時点で子供のいない女性の割合はアメ
リカで13％，10％，9％，フランスで13％，11％，
11％など，欧米全体で減少傾向にある。ただし，
この値には未婚女性も含まれている。日本のデー
タは1920-1924年生まれコホート以前までしか記
載されていないが，伝統的に出産を結婚の当然の
帰結とみなしていた戦前の日本では，チャイルド
レス高齢者世帯割合は10％未満であった。

Ⅳ 世帯類型の推移

1 世帯類型のパターン
高齢者の世帯類型のパターンは，既婚か未婚

か，既婚の場合は子供の有無などで図1のA-Gに示
した7つの類型に分けることができる。子供のい
る高齢者の同居・非同居の選択に関しては最初の
選択だけでなく，配偶者の死亡や介護・医療の必
要性に伴ってその都度行われることになる。
図で示したように，子供のいない世帯（C+F）

と未婚世帯（G）がチャイルドレス高齢者世帯と
なり，これは見方を変えればチャイルドレス高齢
者夫婦世帯（C）とチャイルドレス独身高齢者（F

+G）を足し合わせたものとなる。一方，よく問題
視される単身高齢者世帯は，この図では子供がい
るが別居している夫婦世帯（E）と子供のいない
夫婦世帯において配偶者を亡くした高齢者（F）
と未婚者（G）によって構成される。通常の高齢
者の同居比率は全体に対する同居高齢者の割合で
あり，子供のいない高齢者夫婦世帯だけでなく未
婚者の推移によっても影響を受ける。また，本論
で定義される同居率は子供のいる高齢者世帯の中

季 刊・社 会 保 障 研 究 Vol. 51 No. 3・4358

図1　高齢者世帯のパターン

高齢者夫婦世帯

子供あり 子供なし
（チャイルド
レス夫婦）（C）（B）別居（A）同居

配偶者と離別・死別した場合

（D）同居 （E）別居
（F）子供なし （G）未婚

独身高齢者世帯

チャイルドレス独身高齢者

単身高齢者



で同居している世帯の比率となる。つまり，高齢
者世帯全体の同居率は（A+D)/ (A+B+D+E），高
齢者夫婦世帯の同居率はA/ (A+B），独身高齢者世
帯の同居率はD/ (D+E）となる。
以下では国民生活基礎調査や人口統計資料に
よって，こうした世帯類型のパターンについて，
日本の高齢者世帯の状況を見ていく。

2 国民生活基礎調査による分析
(1）データの説明
厚生労働省「国民生活基礎調査」は，世帯と全
人員の健康・収入・介護などに関して3年ごとに大
規模調査が行われる。その標本数の多さから日本
の世帯分析において中心的なデータとしての役割
をはたしている。本研究では2001，2004，2007，
2010年の大規模調査のうち世帯票の個票データを
主に用い，所得票・介護票を補足的に利用する。
世帯票では，世帯構造に関する質問項目とし
て，世帯同居者の特性の他，別居の子有無が調査
されている。別居子については居住場所に関する
質問がなされているが，他の特性は調査されてい
ない。施設入所者については，世帯人員中に入所
者がいるのかという質問があるが，入所者の特性
は尋ねられていない。また，高齢者単独世帯が施
設に入所している場合は，そもそも国民生活基礎
調査の対象世帯から除外されてしまう。
高齢者介護に関係する変数として，世帯票では
世帯人員の要介護認定の有無が聞かれているが，
具体的な要介護度は介護票でしか調査されていな
い。一方で，世帯人員が見守り・手助けを必要と
しているかという質問項目があり，必要としてい
る人員に対しては自立状態を四段階から選択する
質問がなされる。介護票を用いて比較すると，こ
れら四段階の自立状態と要介護度は大まかに比例
している3)ため，本研究ではこの自立状態を介護
必要度を測る変数として用いる。また，手助け・
見守りを必要としている高齢者それぞれに対し
て，主たる介護者が誰であるのか，同居している
のかが聞かれている。主たる介護者に関しては，
家族以外に事業者という選択肢もある。
なお，国民生活基礎調査の調査対象は，国勢調

査の調査区を層化無作為抽出し，選択された調査
区について世帯の全数調査を行うという形で選ば
れる。また，標本抽出の誤差を補正するために都
道府県・指定都市別ウエイトが用意されている。
以下では原則として世帯票についてはこのウエイ
トを用いて復元した数値を用いている。所得票と
介護票については復元に関して各調査票独自のウ
エイトが付与されているが，世帯票による世帯類
型とマッチさせるためには二重の調整（世帯票の
ウエイトと所得票および介護票のウエイト）をす
る必要があるため，ここでは復元倍率を用いてい
ない。

(2）同居・別居・チャイルドレス高齢者の世帯
構造

表2は，図1の世帯類型のパターンに対応するよ
うに，2001年から2010年における高齢者世帯の子
との同別居・チャイルドレスの状況を国民生活基
礎調査世帯票個票よりまとめたものである。表に
おける％は各年の全体に対する構成比を表す。高
齢者世帯は65歳以上が一人でもいる世帯として定
義している。高齢者夫婦世帯は，夫婦片方が65歳
以上である世帯とした。また，独身高齢者世帯に
は配偶者との死別・離別・未婚によって独身に
なった者を含めた。子と同居している世帯につい
て，子供世代にも65歳以上の人員が存在する場合
は，最年長世代と第二世代の関係のみを考え，第
二世代と第三世代やそれ以降の同居構造は考えな
い。
また，A-Gに入らない世帯類型として，子供と

同居していない世帯で子供以外の同居者がいる場
合は，別居子の有無を問わずその他世帯と定義し
た。表2に示されるように，その他世帯は少なく，
趨勢的な傾向も見られないため，以下では特に考
慮しない。また，同居世帯以外について，別居子
の有無が「不明」である世帯が多く，別項目とし
て整理した。この項目についても趨勢的な傾向が
見られないため，以下では分析を行わない。した
がって，チャイルドレス高齢者世帯とは，「その
他」「別居子有無不明」世帯を除いた総世帯より，
「子供有り同居」「子供有り別居」を除いた世帯と
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して定義される。
表2から見て取れるのは，この期間における
チャイルドレス高齢者世帯割合の増加である。高
齢者世帯全体では2001年の7.88％から2010年の
15.74％へと約8％ポイントの増加がみられる。高
齢者夫婦では4.05％から11.82％，独身高齢者世帯
では17.89％から24.32％の増加がみられ，増加率
に関しては両者であまり違いがない。2010年時点
でチャイルドレス世帯数は約300万世帯，うち独
身チャイルドレス高齢者数は約145万人と推計さ
れる。

同時に読み取れることとして，チャイルドレス
世帯を除くと，高齢者世帯の同居率にはあまり変
化が見られない。実際，表1に示されていたこの
期間の同居比率の減少は8％ポイント弱であり，
ほぼチャイルドレス世帯の増加分と対応してい
る。また，子供がいる高齢者について子供との同
居率を2001年と2010年で比べてみると，全高齢者
世帯（52.7％→51.8％），高齢者夫婦世帯（60.7％
→62.0％），独身高齢者世帯（26.8％→23.5％）と
10年間でほとんど変化していない。同居率の推移
という意味では2000年代を通して大幅な減少は見
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表2 高齢者世帯における同居・別居・チャイルドレスの状況 ％は各年の全体に対する構成比を表す
全高齢者世帯

2001 2004 2007 2010

子供有り 同居 (A＋D) 6,324,251 6,647,623 7,028,726 7,394,696

(％) 44.18 41.79 40.42 39.13

別居 (B＋E) 5,657,770 6,288,287 6,050,044 6,867,826

(％) 39.52 39.53 34.79 36.35

チャイルドレス (C＋F＋G) 1,128,708 2,129,690 3,048,826 2,974,847

(％) 7.88 13.39 17.53 15.74

その他 66,094 109,768 122,883 113,765

(％) 0.46 0.69 0.71 0.6

別居子有無不明 1,138,575 732,469 1,140,088 1,544,377

(％) 7.95 4.6 6.56 8.17

高齢者夫婦世帯
2001 2004 2007 2010

子供有り 同居 (A) 5,563,581 5,847,194 6,190,993 6,506,137

(％) 53.76 51.48 50.73 50.19

別居 (B) 3,587,091 3,892,048 3,661,381 3,978,434

(％) 34.66 34.26 30 30.69

チャイルドレス (C) 418,971 1,117,612 1,552,353 1,532,149

(％) 4.05 9.84 12.72 11.82

その他 53,317 93,814 101,035 90,862

(％) 0.52 0.83 0.83 0.7

別居子有無不明 725,776 408,257 697,747 856,055

(％) 7.01 3.59 5.72 6.6

独身高齢者世帯
2001 2004 2007 2010

子供有り 同居 (D) 760,670 800,429 837,734 888,559

(％) 19.18 17.6 16.15 14.98

別居 (E) 2,070,679 2,396,238 2,388,663 2,889,392

(％) 52.2 52.68 46.05 48.71

チャイルドレス (F＋G) 709,737 1,012,078 1,496,473 1,442,698

(％) 17.89 22.25 28.85 24.32

その他 12,777 15,954 21,848 22,902

(％) 0.32 0.35 0.42 0.39

別居子有無不明 412,799 324,211 442,340 688,322

(％) 10.41 7.13 8.53 11.6



られず，むしろ高齢者夫婦世帯では増加傾向を示
している。
表3では，別居子の居住場所に関する記述統計
をまとめている。ここで近居とは同一市町村内ま
での範囲とし，同一敷地内での別居をも含んでい
る。また，複数の子供がいる場合には，もっとも
近くに住んでいる子供の情報を用いている。近
居・遠居の割合にも，2001年から2010年にかけて，
別居高齢者夫婦・独身世帯ともにほとんど変化が
見られないことが分かる。これらの結果から，
チャイルドレスを除いた高齢者世帯の同別居状況
については，2000年代においてほとんど変化がな
かったことが示唆される。
ちなみに，近居も広い意味での同居として定義
すれば同居率の10年間の推移は，高齢者夫婦世帯
（83.67％→82.4％），独身高齢者世帯（71.1％→
67.2％）であり，両者ともに大きな変化はない。
また，独身高齢者同居率（子供のいる独身高齢者
の中で，子供と同居している比率であり，表2にお
いて 100*D/ (D + E）で示される）は表 2から
23～27％の数値を示しているが，表3で示した近
居をも広い意味での同居に含めると各期とも70％
前後と大きな値になることは注目すべきことであ
ろう。
次にチャイルドレス世帯の内訳を見てみよう。
現在も夫婦でいるチャイルドレス世帯（C）につ
いては，表2の高齢者夫婦世帯のチャイルドレス
の項目にあるように，その数・比率ともに増加し
ている。また，独身チャイルドレス高齢者は，結

婚したが離死別などによって独身となったもの
（F）と未婚者（G）に分かれる。表2に示されてい
るように，独身チャイルドレス世帯の構成比は
2001年の17.89％から2010年の24.32％とかなり大
きく増加している。
表4は独身高齢者となった理由についてまとめ

たものである。なお，厳密には独身ではないが，
配偶者が施設入所するケースも合わせて記載し
た。ここで独身チャイルドレス世帯における理由
の内訳を見ると，もともと未婚であったものの比
率は30-40％程度であり，結婚ののち離別・死別に
よって独身になったものがかなり多く存在するこ
とが分かる。このうち主要な要因は死別であり，
各年とも既婚者が独身になった理由の7割以上を
示している。この傾向は平均余命の長い女性で顕
著になっている。
以上から，独身チャイルドレス高齢者の増加の

主要な原因は，未婚率の上昇ではなく子供を持た
なかった既婚者の増加であったことが示唆され
る。後述するように，90年代以降の日本では急激
な生涯未婚率の増加が見られるが，2001年から
2010年にチャイルドレス高齢者となった世帯につ
いては，未婚率の増加の寄与は認められない。ま
た，男女間には生涯未婚率の差があるが，独身
チャイルドレスにおける未婚の割合には大きな男
女差は見いだされないことが表4から示唆される。
上記の考察から示唆されるのは，結婚を経験した
チャイルドレス世帯（C+F）がこの年代に一定数
存在し，かつ増加していたことである。以上の点
について次章で人口統計を用いて詳細に論じる。

3 人口統計にみるチャイルドレス高齢者
人口統計のテキスト4)に述べられているように，

人口統計の統計量には期間別統計量とコホート統
計量がある。前者はある年の各世代人々の，後者
はある世代の各年の合計である。本研究のよう
に，近年65歳になった高齢者などの世代を対象と
した分析には，コホート統計量を見ていく必要が
ある。議論を簡潔にするため，以下ではx年に65

歳になった世代をそれぞれx年世代と呼ぶことに
する。
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表3 別居子の居住地
別居高齢者夫婦世帯

2001 2004 2007 2010

近居 2,089,314 2,097,979 1,738,528 2,123,071

(％) 58.25 56.65 51.54 55.41

遠居 1,497,777 1,605,349 1,634,327 1,708,646

(％) 41.75 43.35 48.46 44.59

別居独身高齢者世帯
2001 2004 2007 2010

近居 1,254,612 1,354,654 1,275,415 1,650,534

(％) 60.59 59.91 58.28 60.19

遠居 816,067 906,564 913,100 1,091,878

(％) 39.41 40.09 41.72 39.81



日本においては，未婚女性による出産はほとん
どない（河野，2000）ため，出生率は有配偶率と
有配偶者の出生率とに分解すること可能である。
有配偶率については，国立社会保障・人口問題研
究所「人口統計資料集」に国勢調査から計算した
生涯未婚率（50歳時における初婚経験なしの割
合）が記載されている。2000，2005，2010年世代
が50歳になるのはそれぞれ1985，1990，1995年で
あり，女性の未婚率は4.32％，4.33％，5.1％と，
1％ポイント未満の微増にとどまっている。
一方，有配偶出生率については，人口動態調査
をもとにした2000，2005，2010，2015，2020年世
代におけるコホート別累積出生率の値が国立社会
保障・人口問題研究所「人口統計資料集」に記載
されており，それぞれ2.00864，1.96849，2.10474，
2.02765，1.97631となり，長期的に安定した値を
示している。
以上のように有配偶率・有配偶出生率がほとん
ど変わらない状況で，前章のようなチャイルドレ
スの増加が起こるには，子供を持たない女性の増
加が三人以上の子供を出産する女性の増加によっ
て相殺されていなければならない。これを間接的
に見たのが図2の出産順位別合計特殊出生率であ

る。
出産順位別合計特殊出生率は期間統計量であ

り，ある順位の子供について，該当年次における
すべての女性の出生率を合計したものである。こ
れを各順位で合計すれば合計特殊出生率となる。
コーホート統計量ではないため，世代の出生行動
を表すものとして解釈するのは危険であるが，こ
こでは全体像を概観するためにこの統計量を用い
る。2010年世代は1945年生まれであり，この世代
の女性の主たる出産年齢を考えると，1965年に20

歳，1984年に39歳になっている。ここで図2の第
一子合計特殊出生率を見ると，1965年から84年ま
では，1966年の丙午の影響による変動を除いて，
ほぼ減少し続けていることがわかる。
一方で，1965年から1974年は，第三子合計特殊

出生率が増加している。したがって，2000年世代
と比べて2010年世代は，第一子が少なく，第三子
が多いために，平均出生児数や合計特殊出生率は
変わらないとしても，チャイルドレス高齢者が多
い。しかし，平均の子供数が変わらないために日
本全体の総子供数には変化がなく，マクロレベル
で見た少子化には影響を与えない。そのことが，
この期間の出生行動に関する議論を引き起こさな
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表4 独身の原因
別居独身世帯 独身チャイルドレス男性

2001 2004 2007 2010 2001 2004 2007 2010

未婚 19,131 20,633 33,613 19,836 64,232 90,127 204,064 192,963

(％) 0.96 0.90 1.50 0.73 32.83 32.31 45.35 40.47

死別 1,791,631 2,047,662 1,894,029 2,343,999 75,853 112,129 145,021 170,626

(％) 89.65 89.01 84.24 86.53 38.77 40.20 32.23 35.78

離別 181,816 232,110 320,582 344,861 54,815 76,221 96,903 110,885

(％) 9.10 10.09 14.26 12.73 28.02 27.33 21.54 23.26

施設入所 5,806 51 76 112 740 439 3,977 2,343

(％) 0.29 0.00 0.00 0.00 0.38 0.16 0.88 0.49

独身チャイルドレス世帯 独身チャイルドレス女性
2001 2004 2007 2010 2001 2004 2007 2010

未婚（G) 236,703 311,841 625,272 503,123 172,471 221,714 421,207 310,159

(％) 33.95 31.52 43.29 36.10 34.39 31.21 42.36 33.83

死別（F) 335,641 510,563 600,090 654,200 259,788 398,434 455,069 483,574

(％) 48.14 51.61 41.55 46.94 51.80 56.09 45.76 52.75

離別（F) 123,796 165,334 209,598 230,176 68,982 89,112 112,695 119,290

(％) 17.76 16.71 14.51 16.52 13.75 12.55 11.33 13.01

施設入所 1,047 1,517 9,399 6,122 307 1,078 5,422 3,779

(％) 0.15 0.15 0.65 0.44 0.06 0.15 0.55 0.41



かった一因であろう。
また，国立社会保障・人口問題研究所「出生動
向基本調査」（1987年以前は「出産力調査」）には，
完結出生児数という項目があり，有配偶女性が生
涯に持つ子供の数をはかるものとして用いられる
ことがある。この統計では，子供数0人の有配偶
女性割合は低位で安定していて，有配偶チャイル
ドレスが増加したという本研究の主張とは食い違
う。しかし，「出生動向基本調査」は49歳以下の女
性を調査対象にしている一方で，完結出生児数は
結婚持続期間15-19年の女性の出生子供数を計っ
ている。つまり，この統計量の算出には，35歳以
上で結婚した女性の子供数は考慮されていない。
一方で，女性については，年齢の増加と共に出産
可能性が減少することも知られている。晩婚化に
よって増加したこの層が有配偶チャイルドレスの
増加を生み出す一方で統計量の算出に用いられ
ず，「出生動向基本調査」の報告においてはチャイ
ルドレス世帯数の増加が観測されないことになっ
たと推測される。
より厳密に実態を把握するためには公表された

『人口動態調査』を用いて女性コホート別の第一
子出生率を導出することが望ましい。しかし，公

刊資料からは1935～1939年に生まれた女性の20－
24歳時における第一子出生数が推計できなかった
ため，今回の分析では省略した。
ここまでは現在の高齢者世代におけるチャイル

ドレス割合を見てきたが，今後の高齢者世代に関
しても簡単に見ておこう。図2の出生順位別合計
特殊出生率によれば，1990年までは第一子減の傾
向が続く。ここで1990年では，2035年世代が20

歳，2030年世代が25歳，2025年世代が30歳，2020

年世代が35歳である。したがって，今後も当面は
チャイルドレスが増加すると思われる。
この合計特殊出生率の低下には，未婚率の上昇

も大きく寄与している。2015，2020，2025年世代
の生涯未婚率（50歳時での初婚未経験割合）は
5.82，7.25，10.61と急増している。一方で，男性
生涯未婚率は女性以上の急増を見せる。高山など
（2000）が議論するように，結婚可能性が経済的理
由に左右されるという実証分析がある。この場
合，今後急増する未婚を理由としたチャイルドレ
ス高齢者世帯は貧困問題の対象ともなり，その経
済状況についてはさらに深刻な問題をもたらしう
る。
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図2　出生順位別合計特殊出生率の時系列（％）
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Ⅴ 世帯類型の変化と介護問題

1 チャイルドレス高齢者の介護問題
この節では再び国民生活基礎調査個票を用い，
介護問題という観点からチャイルドレス高齢者に
関する問題を議論する。高齢者夫婦世帯では，
チャイルドレスであるかどうかに関わらず，配偶
者が主たる介護者となる世帯が大多数である。し
たがって，チャイルドレスの介護問題を特徴づけ
るために，ここでは独身高齢者世帯に議論を集中
する。上述したように高齢者の要介護度に関する
情報は介護票にしかないため，世帯票で調査され
ている，「手助け・見守りを必要とするか」という
自立状態と，それを四段階に細分化した非自立度
の情報を用いる。Sugawara and Nakamura (2014）
に示されているように，この非自立度は要介護度
とおよそ比例する。また，本節の議論においては
施設入所が大きなポイントになるのだが，前述の
ように国民生活基礎調査では施設入所者は標本か
ら脱落しており，議論があくまでも仮説の域を出
ず，直接の検証が出来ない。また，本研究におけ
る長期施設入所については，介護つき有料ホーム
などがまだ少ないことを考慮して，介護老人福祉
施設への入所に限定して考える。
表5は世帯類型別に独身高齢者が自立している

かどうかを見たものであり，表6は自立していな
い高齢者についてより詳細に非自立状態を記述し
たものである。まず同居世帯とチャイルドレス世
帯を比較すると，同居世帯ではチャイルドレス世
帯と比して自立していない高齢者の割合が高いこ
とが表5から読み取れる。さらに表6にあるよう
に，自立度の低い深刻な介護を要する高齢者の割
合も同居世帯の方が大きい。この現象に関して
は，二つの仮説が考えられる。一つは，それまで
別居世帯において高齢者の健康状態の悪化が同居
のきっかけになるため，同居世帯では介護の必要
度が高くなっているという仮説である。もう一つ
は，家族介護が利用出来ないチャイルドレス世帯
では，健康状態が悪化した高齢者は施設に入所
し，国民生活基礎調査のサンプルからは脱落する
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表5 独身高齢者が自立しているか
独身同居世帯

2001 2004 2007 2010

自立している 502,525 485,755 451,056 488,101

(％) 66.06 60.69 53.84 54.93

自立していない 258,145 314,673 386,677 400,458

(％) 33.94 39.31 46.16 45.07

独身別居世帯
2001 2004 2007 2010

自立している 1,840,858 2,002,519 1,864,244 2,168,256

(％) 88.90 83.57 78.05 75.04

自立していない 229,821 393,719 524,419 721,136

(％) 11.10 16.43 21.95 24.96

独身チャイルドレス世帯
2001 2004 2007 2010

自立している 647,435 882,462 1,341,561 1,244,967

(％) 91.22 87.19 89.65 86.29

自立していない 62,303 129,616 154,912 197,731

(％) 8.78 12.81 10.35 13.71

表6 自立していない独身高齢者世帯の非自立度
独身同居世帯

2001 2004 2007 2010

非自立度1 44,979 70,937 74,122 86,818

(％) 18.94 24.01 22.15 23.51

非自立度2 88,712 112,241 129,093 144,696

(％) 37.35 37.99 38.58 39.18

非自立度3 52,797 56,892 58,742 72,184

(％) 22.23 19.26 17.55 19.55

非自立度4 51,028 55,388 72,668 65,613

(％) 21.48 18.75 21.72 17.77

独身別居世帯
2001 2004 2007 2010

非自立度1 103,478 191,703 242,314 327,831

(％) 48.47 51.20 50.78 50.32

非自立度2 76,747 127,326 163,455 229,010

(％) 35.95 34.01 34.25 35.15

非自立度3 22,190 37,294 54,459 64,221

(％) 10.39 9.96 11.41 9.86

非自立度4 11,079 18,064 16,974 30,369

(％) 5.19 4.83 3.56 4.66

独身チャイルドレス世帯
2001 2004 2007 2010

非自立度1 32,390 68,063 87,509 114,947

(％) 55.38 57.86 61.69 63.32

非自立度2 20,129 36,433 40,291 49,545

(％) 34.42 30.97 28.40 27.29

非自立度3 4,637 9,769 9,770 13,640

(％) 7.93 8.30 6.89 7.51

非自立度4 1,328 3,379 4,294 3,394

(％) 2.27 2.87 3.03 1.87



ため，チャイルドレス世帯には介護の必要性が低
い高齢者しか残らないという仮説である。
さらに，別居世帯の方がチャイルドレス世帯よ
りも自立していない高齢者割合が高いことが表5

から分かる。なお，紙数の制約があり本稿では詳
細なテーブルを表記しないが，この傾向について
は特に80歳以上の高齢者に関して顕著である。こ
の現象を説明するには，独身チャイルドレス世帯
と比べ，独身別居世帯の高齢者は施設に入所しに
くいのではないか，という仮説が考えられる。こ
こで表6の詳細な自立度を見ると，チャイルドレ
ス世帯と別居世帯では，別居世帯の方がより高い
割合で重度の手助けを必要としている。これを見
ると，チャイルドレス世帯では，重度者だけでな
く軽度の介護必要度にとどまる高齢者までもが施
設に入所できているが，一方別居世帯では重度化
しなければ入所できないのではないか，と推測さ
れる。
別居世帯に関しては，国民生活基礎調査におけ
る「主たる介護者」の情報を用いて，より詳細な
分析が可能となる。別居世帯であっても家族介護
者がいる場合には，状況は同居世帯と似たものに
なると思われる。しかし，もし家族介護者がいな
い場合には，別居世帯はチャイルドレス世帯とほ
とんど変わらない状況になるだろう。ここで，主
たる介護者に関する情報を用いて別居世帯をより
詳細に分割する。具体的には，主たる介護者が事
業者であるかどうかを考える。主たる介護者が事
業者である世帯は，家族介護を利用できない可能
性が高く，チャイルドレス世帯と似た性質を持つ
と考えられるからである。2001年から2010年の期
間で，主たる介護者が事業者である世帯の割合
は，25％から33％と十分に大きな値を示すため，
分析に足るものであると思われる。
表7は，自立していない別居独身高齢者につい
て，主たる介護者の種別で分けて非自立度をまと
めたものである。この表から，主たる介護者が事
業者である別居世帯では，チャイルドレス世帯と
比べて非自立度1の割合が少なく非自立度3の割合
が多いことが分かる。つまり，より重度の手助け
を必要としている高齢者が多いわけである。一方

で，主たる介護者が家族である別居世帯では，非
自立度の分布がチャイルドレス世帯と似通ったも
のになっている。
この状況の説明として，要介護状態が重度化し

た高齢者は，可能ならば同居または施設入所を選
択するのだが，主たる介護者が事業者である別居
世帯についてはそのどちらにもアクセスできない
のではないか，ということが考えられる。した
がって，もしもチャイルドレス高齢者が軽度で
あっても優先的な施設入所を許されているとした
ら，家族介護を利用できない別居世帯は割を食っ
ている事になる。
前述したように，国民生活基礎調査において

は，介護保険施設入居者に関して得られる情報は
限られており，上記に上げたチャイルドレス高齢
者の優先的な施設入所という仮説は，あくまでも
間接的にしか検証できない。
この点については，全国老人福祉施設協議会

（2013）が参考になる。これは軽度要介護者の介
護保険施設入所に関する，施設を対象とした調査
である。この調査によれば，要介護1・2の要介護
者が介護老人福祉施設に入所するケースにおい
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表7 自立していない別居高齢者世帯の非自立度，主
たる介護者の種類別

独身別居世帯，主たる介護者が家族
2001 2004 2007 2010

非自立度1 56,143 90,824 125,690 163,025

(％) 43.62 48.66 50.61 51.04

非自立度2 48,933 65,674 83,551 116,169

(％) 38.02 35.19 33.64 36.37

非自立度3 15,207 20,074 28,242 27,585

(％) 11.82 10.76 11.37 8.64

非自立度4 8,424 10,068 10,853 12,602

(％) 6.55 5.39 4.37 3.95

独身別居世帯，主たる介護者が事業者
2001 2004 2007 2010

非自立度1 27,410 65,480 46,347 60,793

(％) 49.90 53.34 39.13 34.63

非自立度2 20,698 41,742 52,249 75,699

(％) 37.68 34.00 44.12 43.12

非自立度3 5,593 11,622 17,096 28,448

(％) 10.18 9.47 14.43 16.20

非自立度4 1,224 3,914 2,747 10,619

(％) 2.23 3.19 2.32 6.05



て，「介護者不在・介護困難・住居問題等」が60％
と占める。さらに，自宅等への退所が不可能であ
ると施設が判断した入所者に関して，介護者の状
況がフリーフォームで回答されているが，別居子
がいる場合にはその介護能力が細かく調査されて
いることが示唆されている一方で，チャイルドレ
ス高齢者についてはここが自動的に介護者不在と
される。これらのことから，一つの可能性として
チャイルドレス高齢者は軽度であっても優先的に
入所対象となりやすいことが示唆されている。

2 世帯類型別世帯属性と介護サービス
表8は，国民生活基礎調査世帯票では観測され
ない詳細な情報について，同調査の所得票・介護
票を用いて補足的に分析したものである。これら
の票が対象とした世帯はあくまでも世帯票標本の
部分標本であり，標本数が少ないことに留意する
必要がある。特に下記の議論においてなされる世
帯類型間の平均比較については，標本数の不足に
より，統計学的に有意な差を見いだせてはいない
ため，結果の解釈には留意する必要がある。
また，標本数を確保するため，2001，2004，

2007，2010年のデータを結合して利用した。介護
票については，単純化のため，二人以上が要介護
である世帯は除外した。標本数の少なさから，本
稿ではチャイルドレスとその他の世帯の状況が比
較しやすい独身高齢者世帯に議論を集中するが，
チャイルドレス高齢者夫婦世帯についても将来の
独身世帯の予備軍であり，また老々介護の問題も
あるため，本来は分析すべき対象であり，将来の
研究が待たれる。
所得票からは，自立していない独身高齢者世帯
の，世帯あたり固定資産税と家計人員一人あたり
純貯蓄額を表記している。同居世帯の固定資産税
が高いことは，同居には広い家が必要である，あ
るいは，遺産動機による子供の同居選択の結果，
という二つの要因が存在する可能性を示唆してい
る。一方，チャイルドレス世帯では，固定資産税
は少ないが純貯蓄額は多い。子を持たなかったた
めに広い家が必要なかった，将来の介護費用に備
えて流動性の高い資産を持っておこうとするリス

ク管理行動という二つの要因が考えられる。
ここで注目されるのは，主たる介護者が事業者

である別居世帯は，他の世帯類型と比べて固定資
産税・純貯蓄額共に低い水準にあるということで
ある。前述のように，主たる介護者が事業者であ
る別居世帯は，家族介護を利用しないという点で
チャイルドレスと似た状況にある。こうした世帯
では資産状況が厳しいという結果は，遺産動機に
よる同居選択をしている子供たちから同居を拒否
されたグループである可能性を示している。
介護票からは，要介護高齢者が一人いる世帯の

介護サービスの利用費用と，訪問系のサービス・
通所系のサービスの利用日数の記述統計を示し
た。同居世帯は介護費用が高く，重度要介護者を
抱えていることが示唆されている。同居世帯にお
いては訪問系サービスの利用は少なく，家族介護
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表8 自立していない独身高齢者世帯の資産状況・要
介護高齢者の介護サービス利用状況

独身同居世帯
標本数 平均 S.D.

固定資産税（千円) 600 163.77 361.89

世帯人員一人あたり純貯蓄（万円) 631 447.57 1,603.61

介護費用（円) 1132 12,584.65 25,027.65

訪問系サービス利用日数 1132 1.94 5.26

通所系サービス利用日数 1132 4.08 5.70

別居世帯，主たる介護者が家族
標本数 平均 S.D.

固定資産税（千円) 284 42.33 108.66

世帯人員一人あたり純貯蓄（万円) 304 631.53 1,651.31

介護費用（円) 719 8,296.72 13,134.38

訪問系サービス利用日数 719 5.19 7.59

通所系サービス利用日数 719 3.19 5.05

別居世帯，主たる介護者が事業所
標本数 平均 S.D.

固定資産税（千円) 131 31.18 71.71

世帯人員一人あたり純貯蓄（万円) 138 299.56 803.80

介護費用（円) 520 9,789.14 16,073.55

訪問系サービス利用日数 520 9.41 9.03

通所系サービス利用日数 520 1.91 3.74

チャイルドレス
標本数 平均 S.D.

固定資産税（千円) 195 27.36 61.59

世帯人員一人あたり純貯蓄（万円) 201 577.04 2,664.14

介護費用（円) 433 7,837.55 16,620.01

訪問系サービス利用日数 433 8.53 10.07

通所系サービス利用日数 433 2.09 4.33



が訪問介護を代替していることが見て取れる。一
方で，通所系サービスの利用が多く，こちらは家
族介護を補完していることがわかる。また，別居
世帯のうち主たる介護者が家族のケースでは，同
居世帯と比べ介護費用がかなり低く，重度化は同
居のきっかけになるものと推測される。この世帯
類型では，同居世帯ほどではないものの，家族介
護を利用しない他の類型と比べて訪問系サービス
の利用量が少なく，通所系サービスの利用料が多
い。
事業所が主な介護者である別居世帯やチャイル
ドレス世帯では相対的に介護費用が高く，訪問系
サービス利用日数が長くなっている。これらのこ
とは家族介護が見込めない世帯にとっては当然の
ことであろう。しかしながら，これら二つの世帯
では，介護費用，訪問系サービスの利用日数とも
に，別居世帯のほうが多く使っていることが示唆
されている。同じような状況でありながら，子供
がいる世帯のほうが何故介護保険の利用額や頻度
が高くなるのだろうか。様々な理由が考えられる
が一つの可能性としては前節で示したように，
チャイルドレス世帯のほうが重度の要介護者に
なった場合に施設に入所している割合が高く，在
宅者の要介護度が相対的に低く，結果として在宅
での介護保険の利用が相対的に少なくなっている
という可能性がある。子供がいるということが，
別居状態であっても施設入所に何らかの負の影響
を及ぼしているとすれば，より詳細な分析が必要
であるが，現時点ではこれ以上立ち入った分析は
難しい。
ただし，訪問系サービス・通所系サービスの中
にも多彩なサービスがあり，これらの選択が世帯
類型と相関を持っている可能性を否定することは
出来ない。国民生活基礎調査ではこうした個別
サービスの情報は得られないが，より詳細なデー
タを用いた研究が望まれる。

Ⅵ 議論と結論

本研究では最近の世帯構造の変化を詳細に分析
することにより，高齢者の同居率は減少していな

いことと，その背景にチャイルドレス高齢者の増
加があることを示した。同居率の分析の結果は，
これまでの同居比率をベースとした認識とは異
なったものであり，チャイルドレス高齢者の増加
は，今後の介護政策などに大きな影響を及ぼすも
のと考えられる。
特に，最近の高齢者におけるチャイルドレス高

齢者世帯の急増は介護保険制度に大きな影響を与
える可能性を持つことを指摘した。具体的には，
チャイルドレス高齢者は軽度要介護度であっても
介護保険施設に入所しているということが示唆さ
れた。チャイルドレス高齢者の急増と介護保険施
設の高い費用を考えれば，現状の施設入所基準が
改められなければ，介護保険制度を維持すること
が難しくなると予想される。
施設の代替策として，現状では家族介護と補完

的に行われることの多い在宅介護サービスを，上
野（2007）で論じられた「おひとりさま」こと単
身高齢者にも提供するような政策転換が必要であ
ろう。現在議論されている「地域包括ケア」（西
村，2013）もこうした在宅介護機能の延長を含ん
でおり，今後の展開が待たれる。また施設介護が
必要な場合には，資産的に余裕のある世帯につい
ては，介護保険財政からの支出を抑えるため，介
護老人福祉施設ではなく民間主体の有料老人ホー
ム・サービス付き高齢者住宅への入所を奨励する
ことも一策である。
一方で，特に世帯票・介護票を用いたIV章2節の
分析においては，標本数の不足や調査項目の制約
があるため分析結果の解釈には留意が必要であ
る。この点については，より詳細なデータを用い
た追加分析が望まれる。

（平成27年1月投稿受理）
（平成27年12月採用決定）

注
1）本研究は文部科学省科学研究費補助金・基盤研
究B（23330085，26285066，共に代表は中村二朗），
JST CRESTの支援を受けた。

2）高齢者と子との同居選択は，高齢者介護におけ
るインフォーマルな家族介護という文脈でも議論
されてきた。子と親の同居と子による介護提供の
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同時選択を分析した研究にPezzin and Schone

(1999）がある。
3）Sugawara and Nakamura (2014）参照。
4）出生率関係の統計学的議論は岡崎（1999）や
Preston, Heuveline and Guillot (2001）といった形
式人口学のテキストを参照されたい。日本に関す
る実証分析は加藤（2004，第5章）においてサーベ
イされている。
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